ケイヤク イシ ヒョウジ ニ カンレンスル CISG キテイカ デ ナサレル デンシ ツウシン ニオケル コクレン デンシ ジョウヤク テキヨウジ ノ リュウイ ジコウ by 呉 世昌 et al.
Ⅰ．問 題 提 起
漸増しつつある国際電子商取引において望ましい程度の法的明確（legal certainty）と予
測性1)（predictability）を達成するのに最も適合する統一法の制定を通じて，国際電子商取
引の促進はもちろん, 既存の国際貿易法の下でなされる電子通信の法的障害 (legal obsta-
cles) を除去する必要性が,「国際契約における電子通信の使用に関する国連条約（UN
Convention on the Use of Electronic Communications in Int’l Contracts：以下，CUEC：国連
電子法または電子条約または条約という)」の制定動機であり目的である。
2005年11月23日付で「国際契約における電子通信の使用に関する国連条約」に採用された
後，2006年１月16日から2008年１月16日まで16条の規定に基づき国連加盟国を相手に，署名
国による批准，承諾または承認を条件とした署名作業のために非署名国による加入を目的に
開放している。2007年１月10日現在，2006年２月27日付で中央アフリカの署名に続き2006年
９月19日にマダガスカルが署名し，計８ヶ国が署名したことにより，条約規定23条に基づき
３番目の批准，承諾，承認または加入書寄託の翌日から６ヶ月満期で翌月最初の日に効力を
発揮することになる2)。
電子条約の適用範囲に関する規定である１条１項により，相異なる国に営業場所をおいて
いる当事者間の契約成立とその履行に関連して使用される電子通信への電子条約の適用はも
ちろん，CUEC 第20条４項と19条２項により国際物品売買契約に関する国連条約（UN
Convention on Contracts for the Int’l sale of goods: CISG）の適用を除くと宣言しない限り，
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1) A/CN. 9 /WG. IV /WP. 95. para. 8, A /CN. 9 /509. para. 30, A /CN. 9 /571. para. 56
2) オ・セチャン，国連電子条約の制定過程と理解，啓明大出版部 2006, pp. 910
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契約意思表示に関連する CISG規定下でなされる
電子通信における国連電子条約適用時の留意事項
CUEC 20条１項の規定によって CISG１章の適用範囲によりなされる電子通信に，そして
CISGの加入に関係なく CUECの19条１項の規定によりなされる電子通信に，電子条約の適
用等その適用範囲が拡大する傾向にある。
2006年12月２日現在，70ヶ国が批准した条約で国連国際貿易法委員会の代表的名作であり
最も成功した国際条約3) といえる国際物品売買契約に関する国連条約の下でなされる電子通
信に関連のある25の CISG規定の中で，特に CUECが適用される場合，有効な電子条約とな
るための条約通信の基準に関する11条の規定と，CISG上の条約通信の基準に関する14条と
の調和問題，契約意思表示の効力に関する取消，撤回，効力発生時期，契約意思表示の拒絶
に関する CISG 15条，16条，17条の規定と，CUEC 10条との調和問題等は，CISGの下でな
される電子通信に電子条約が適用される場合に提起される重要な問題である。したがって，
本論文では契約成立に関する上記の問題点による貿易業者の電子通信取引への万全を期し，
この分野の研究者にいっそう深みのある研究を通じたうえで業界への寄与を図る必要性が提
起され，本研究を行うに至った。
現在 CUECに関する研究は，UNCITRAL傘下の事務局で CUECに関する公的な解説書が
出ていない影響なのかは不明だが，条約制定に多少の関心を持ち学会で発表がなされ掲載さ
れたが，国連総会で正式条約として採用されて以来，最近発表された論文としてはナム・ド
ンヒョンの「UNCITRAL電子契約法と国際管轄｣,「UNCITRAL電子条約上の電子的通知と
証拠価値｣，オ・ビョンチョルの「UNCITRAL電子条約に関する比較法的考察と電子取引基
本法への影響｣，イ・ガンビンの「国際契約における電子通信の利用に関する条約の採択と
仲裁合意の適用に関する研究｣，高麗大学法務大学院金融取引法学科大学院を卒業したソン
・ウルラ氏の「UNCITRAL国際電子取引条約に対する電子基本法の対応策」等があるが，
本研究とは直接的な関係はない。
本研究に関連のある研究論文として, 国外論文としては Charlesの ｢The UNCITRAL Elec-
tronic Convention: Will it be used or avoided?」と Roksana の「Electronic Commerce Int’l
Trade Law-especially under the UN Convention on the use of Electronic Communications in Int’l
Contracts and CISG」を挙げることができ，これらは本研究に関連があるため参考にしてい
る。
国際経済学や国際経営学の専攻は効果的に貿易商務専攻を遂行するための専攻教養にとど
まるだけのものであり，真の意味の貿易商務の理論的根拠は UNCITRALのような国際機関
が制定した国際商取引のための統一商法と ICC等が制定する統一商慣習であり，国内貿易
関係法を中心にして現場でなされる貿易過程を中心とする実務が貿易実務である。したがっ
て，貿易商務の理論と実際の研究対象である国内外の貿易関係法規の制定過程を理解するこ
となしには深みのある研究となることはできず，多様な研究が出てこれないというのが40年
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3) http: //www.cisg.law.pace.edu
の研究の結論である。こうした結論により，国内では初めて電子条約の草案段階で条約とし
ての採用の全過程を４年間において18編の論文と２冊の著書を通じて研究してきた論者とし
て，効力を発揮する前に必要な署名作業を受けている電子条約の規定を契約意思表示に関連
する CISG規定の下でなされる電子通信に適用する場合に発生しうる，調和上の問題点に関
する研究の必要性により，１章の問題提起に続き２章で国連電子条約の特徴をまず論じ，３
章では条約に関する両条約の規定を，４章で条約に関する CISG規定の下での CUEC適用時
における留意事項をそれぞれ論じた後，５章で結論とすることを研究の範囲とした。研究方
法はまだ事例がないため，文献資料の分析方法を採用した。
Ⅱ．国連電子条約の特徴
芸術の状態4) といえる電子取引に備えて制定された国連電子条約の特徴と25ヶ条で構成さ
れている条約の規定の特徴は，前文を通しても知ることができるが，また他の側面から見る
と適用範囲の拡大，法的性格，その他の法との関係等を挙げることができる。以下でそれら
の特徴を考察していく5)。
１．適用範囲の拡大
今までの国際条約において，特定の規定に対して激烈に意見が対立する場合に採る方式で
ある妥協案に帰着するように，電子条約の場合も条約適用の広範囲な適用を望まない諸国に
は，条約草案の適用範囲を減少させる目的の除外宣言ができるように許容する反面，拡大適
用を望む諸国に対しては出発点からできる限り条約の適用範囲を広げるのが条約適用のため
の最上の方法であると合意してきた6)。こうした合意により，まず１条１項を通じて自身の
営業場所が相異なる国にある当事者間の契約成立，または契約の履行に関する電子通信の使
用に適用されることを規定することにより，その適用の基本条件として適用範囲の地域性の
みを強調することによって電子条約の拡大を図っている。
そして適用範囲に関する宣言規定である7) 19条を通じて制限適用の道を開くこととなり，
最終的に条約の適用拡大を図っている。
特に多くの国家が既存の国際条約の中で，特に貿易に関する条約の活用を促進させるのに
電子条約が有用であろうことを認識することを望んでいる。こうした希望により，電子取引
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4) Shaw M “Blanning R., Strader T., Winston A., Handbook on Electronic Commerce, Springer, 2000, p. 3
5) オ・セチャン，電子通信に関する国連条約草案の概要，経営経済誌，2005, pp. 8384
6) A/CN. 9 /571. para. 39
7) 電子条約宣言の手続きと効果に関する規定である21条の１，４項は，19条１項と２項に基づく宣言
がいつでも行えるようになっていたり，修正および撤回できうることを規定している。しかし，こう
した融通性はいつでも修正，撤回，宣言することができ，確認手続きを難しくさせるため，元来電子
条約が意図する法の調和を減じうるという異見がある。しかし，こうした異見に反対する立場にある
W/Gの立場は，急激に変化する通信技術がこうした融通性を正当化しうると主張している。(charles
H. M., “The UNCITRAL Electronic Convention: Will it be used or avoided?”, PACE INT’’L L, REV. Vol.
17, 2006, 2, p. 263.
の発展に既存の国際法規が及ぼす法的障害に関して事務局が調査検討して提出した文献8) が
ある。こうした文献により既存の国際法規の下でなされる電子商取引により発生しうる法的
障害に対する可能な共同解決策を提供するための目的で，その他の国際条約9) の下で交換さ
れる電子通信の適用の可能性に関して，その他の国際条約の下で交換される電子通信に関す
る規定である20条が規定されている。同規定を通じて既存の国際貿易に関係のある条約ごと
にそれらの規定の下でなされる電子通信の法的認定と効力に関して電子条約と歩調を合わせ
るために修正すべき必要性がなくなることとなった。
20条１項は同条項に列挙された条約によって取り扱われる分野の電子取引を活性化するこ
とに制定の目的があり，列挙された条約を公式に修正しようとする意味はない。したがって，
特定国家が電子条約を批准することによってその国は１項に列挙された条約に関連して交換
される電子通信に電子条約規定の適用を直ちに自動的に認めることとなる。こうした事実は，
批准と同時に国際商事法条約を解釈する権限を国内法廷が有するという認定を前提とするた
め，国内法廷で既存の国際条約の下でなされる電子通信の法的認定と効力の問題に対して国
内法廷の下で生じうる問題に対する国内解決策を提供することとなる。
このように見ると，同規定は既存条約の下でなされる通信に電子条約を適用するために既
存条約を個別修正するという負担なくして既存の国際条約の下でなされる電子通信の法的障
害の除去という電子条約の制定目的を達成することができるようにする規定である10)。
特に１項は既存の国際条約により構成されており，電子通信の法的問題を取り扱っている
電子条約の規定を適用しても何らの問題も提起できないようにする役割を果たしている11)。
こうした１項の保証の役割に対する疑いをなくすために，１項に列挙されている既存の国
際条約のほかに，２項の規定により条約の規定がこうした適用を条約国が除外させない限り，
非列挙国際条約，協約または協定書で取り扱われる契約に関連して交換された電子通信にや
はり適用されうる。併せて２項の但し書規定を通じて条約の拡大適用を除く可能性を与えた
のは，条約がそうした諸国の既存国際条約の下の義務と矛盾するのかどうかに関してまず確
認することを望む国が有しうる憂慮を考慮して追加されたものである。
このように見ると，２項の場合，前半の規定はその他の非列挙条約に電子条約の適用を許
容しようとするいわゆる包括的な適用宣言規定であり，但し書規定はその他の非列挙条約に
電子条約の適用を除外しようとする包括的な適用除外宣言規定であるということができ，こ
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8) A/CN. p /WG. IV /WP. 94 等の文献によると，CISGと CLPISG等に関する報告内容が記載されてい
る。A/CN. 9 /527. para. 3171 を参照のこと
9) 外国の仲裁判定の認定と執行に関する条約（1958年６月１日）
国際物品売買の消滅時効に関する条約（1974年６月14日）とその議定書（1980年４月11日）
国際物品売買契約に関する国連条約（1980年４月11日）
国際貿易における運送ターミナル運営人の義務に関する国連条約（1991年４月19日）
独立した支払保証書と保証信用状に関する国連条約（1995年12月11日）
国際貿易における取扱勘定譲渡に関する国連条約（2001年12月12日）
10) Charles H. M., op. cit., p. 272
11) A/CN. 9 /577. Add. 1. para. 49
れ自体が電子条約の融通性の向上を通じた拡大適用の意図があるものと見ることができる12)。
３項と４項は，たとえ特定の国家が２項の但し書規定により一般的な除外宣言書，すなわ
ち包括除外宣言書を提出したとしても，３項によって条約の規定を適用できる１項の列挙条
約に特定条約を追加したり，または４項によって宣言書上に明示された特定条約に条約の規
定除外が行える権限を国々に許容することで，条約の融通性をよりいっそう高めようとする
意図で制定された。
このように見ると，４項の下でなされる宣言は列挙条約を含めてその他すべての国際条約
が適用されるすべての契約に関して電子通信の使用に条約の適用を除外できる宣言であるこ
と13) を注意しなければならない。かといって，20条が一方の条約国がその他の国際条約によ
って取り扱われる契約の種類や範囲のみを省く可能性を与えるためではないことを知る必要
がある。
そして３項は２項の包括適用宣言による具体的な特定条約への条約の適用を宣言できる包
括的な適用宣言規定に対する具体的適用宣言規定ということができ，４項は２項の包括的除
外宣言規定に比べて１項に含まれる列挙条約を含むすべての条約に電子条約の適用を除外で
きるという拡大包括的ないしは具体的除外宣言規定ということができる。
しかし注意を要するのは，電子条約の適用除外に関連し電子条約の適用除外に関する規定
として，消費者契約への無条件適用除外と特定金融市場取引への適用除外，そして未だに権
利証券と流通証券の越権的複本の発行可能性と持参人に物品の引渡や一定の金額の支払を請
求する権利を与える一般的なすべての譲渡可能証券等は，関連書類の特異性や独創性を保証
するための制度が十分に開発かつ検証されていない法的，技術的，経営的な諸問題をすべて
解決できる解決策を必要とするために，特殊な金融サービス市場と物流に関連する取引の一
切を１項ｂ号と２項を通じて規定することで，これらの取引を条約草案の適用対象から除外
させている２条に限定するのではないということである。例えば19条の規定は逆除外（a re-
verse exclusion)14)，すなわち positive systemから negative systemに規定することによって
条約国が提出する宣言を介して特別に明示できるその他の国際条約に電子条約の適用を20条
３項に新設し，併せて特定条約が適用される取引に電子条約の適用宣言にもかかわらず，特
定問題に関して条約草案の適用除外の可能性を19条２項に規定した。このようにすることで，
21条の宣言により特殊な条約の支配を受けた特別に明示した問題点にのみ条約草案の適用を
除外できるようにすると同時に，特殊問題を除くその他の問題に特別に明示した非列挙条約
に条約草案の適用を可能にした。したがって19条２項により特定条約の支配下にある特定問
題の除外が可能であることを知る必要がある。このように見ると，19条２項によって除外宣
言された問題の結果は，それこそその問題にのみ条約草案の適用を除外させることで，制限
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12) これを，a negative or blanket, general declarationということができる。(Charles, H. M., op. cit, p.
272)
13) 一種の “Specific opt out” pathということができる。(ibd.)
14) A/CN. 9 /571. para. 35
宣言による同条項に関連のある特定国際条約の下でなされるその他の問題に電子条約の適用
を妨害できないようにして，結果的に，新設された20条３項15)と併せて，電子条約の拡大適
用を意味すると見ることができる16)。
しかし注意しなければならないことは，４項によりなされるすべての宣言の場合，特定の
その他，すなわち非列挙国際条約が適用されるすべての契約に関して電子条約の適用を禁止
するものであるため，特定非列挙条約が支配する特定形態や範疇の契約にのみ適用除外を許
容してはならない17)。逆に３項の場合，同規定による特定選択適用の場合，特定非列挙条約
が適用されるすべての取引への適用を意味するため，特定非列挙条約が適用される特定取引
契約形態や範疇の契約に適用を許容してはならない。
そして宣言の効果規定である21条は，宣言が電子条約の効力発生後になされた場合，こう
した宣言が効力を発生するために必要な期間の経過を前提18) に，いつでも宣言と修正または
撤回ができる宣言規定をおいている。
留保に関する規定である22条は，条約下での宣言時にある留保条項を前提に署名できるこ
とを禁止している。CISG 98条（留保の禁止）のように，これをめぐり Anthony Auseは真
の電子条約の解釈規定というよりは，偽装された留保規定宣言規定といっている。なぜなら，
22条の規定にもかかわらず，CISG 92条，95条，96条のような公式的な，すなわち明示的な
留保宣言規定のように，21条による宣言は条約規定の適用において特定条約規定の法的効果
を除外したり修正することができるためである。それにもかかわらず，CISGの公式的な留
保宣言規定とは異なり，偽装留保宣言規定による宣言は21条３項と４項によりいつでもなさ
れうる。偽装留保宣言規定はその他の批准する諸国によって拒絶または承認に関する CISG
94条（相互類似した法を有する複数国家の批准）の解釈的性格の宣言規定のような公式的な
規定がない。条約の統一性を害する程のこのような電子条約の宣言技法の使用は各国の承認
を促進しようとするところにある19)。
特に２項，３項と４項によりなされる宣言はいつでも可能であるため，選択適用と除外の
可能性が意外に複雑なこともある20)。
UNCITRALが制定する法案の標準規定（a standard provision)21) である当事者自治の原則
規定により，電子条約が取引自体の裁判管轄規定により適用される取引は，一国の宣言によ
る適用除外を通じて，または電子条約適用除外を試みた当事者の合意による除外を通じて，
合意による電子条約規定の変形または減殺による除外等を通じてのみ当該取引に無効たりう
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15) 一種の “Specific opt out” pathということができる。(Charles H. M., op. cit., p. 272)
16) A/CN. 9 /571. para. 45, 54
17) Charles H. M., op. cit., p. 273
18) 21条３項および４項によると，宣言，修正または撤回は，受託者が宣言や修正または撤回宣言の通
知を受領した翌日から６ヶ月満期で翌月の最初の日に効力を発揮すると規定している。
19) Charles H. M., op. cit., p. 273
20) ipd.
21) A/60 /17. Para. 39
る22)。したがって，当事者自治の規定により当事者の合意によって電子条約適用の排除ない
し変更，減殺が可能である。そして２条に規定された取引に，条約の規定は適用されない。
23条の効力発生規定により加入手続きを済ませた後６ヶ月が経過しない場合，一時的では
あるが本条約の適用の有無が除外されうる。
このように見ると，国連電子条約の場合，既存の国際条約の下でなされる電子通信を含み
国際間になされる一切の電子通信に適用される統一法ということができる。
２．法的性格
条約の二重法適用の可能性を避けるために，契約成立に関する一切の実体法的な規定の制
定に反対する意見と，新しい条約が備えるべき規定を提供するために少なくとも最小限の原
則を扱わなければならないという意見の間で激論があった23)。こうした激論に対する作業班
の結論は，貿易法委員会の決議に従うことであった24)。しかし第40回の会議では，新しい条
約は契約法上命じている実体法的な問題の明示の有無と明示するならその明示範囲，そして
明示の場合の契約成立と履行の手続問題に関して，作業班の支配的な見解は商取引または商
取引に関連する電子通信の使用に特別な関連がない実体法的な問題を扱ってはならないが，
問題は電子契約に関連して手続問題と実体法的な問題の間の厳格な区分が常に可能であった
り，必ずしも望ましくないということに共感した。なぜなら，実体法的な問題が，見る観点
によっては手続き的な問題になりうるためである。例えば，様々な手続法的な規定における
当事者の位置，データメッセージの効力，データメッセージの受信と発信の規定は，手続規
定であり実体法規定であるためである。
したがって，商業的契約締結のために電子通信手段の使用に関連して実質的な解答を行う
必要がある場合，機能的均等次元の枠組みに焦点をおいた草案に拘束されずに，必要な実体
法的な規定をしなければならないという意見により，電子条約の規定は手続規定と実体法25)
規定をともに扱っている。
３．その他法律との関係
最終草案を検討した第38回貿易法委員会は，電子通信の法的認定規定である８条に関連す
る討議で，委員会は１項に対して第42回作業班会議の時の規定の性格上，紙の通信と電子通
信との間の機能的同質性の原則（the principle of functional equivalent）と無差別原則（the
principle of non-discrimination）に関する規定であることを指摘したように，１項は機能的同
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22) Charles H. M., op. cit., p. 276
23) A/CN. 9 /509. para. 6870
24) A/CN. 9 /WG. IV /WP. 95. para. 15
25) 手続き規定として１条，２条，３条，４条，５条，６条，10条，19条，20条，21条等を挙げること
ができ，実体法規定としては４条，７条，８条，９条，10条，11条，12条，13条，14条，17条等を挙
げることができる。
質性の原則を実現しているが，これは電子商取引に関するモデル法（Model Law on Elec-
tronic Commerce: MLEC）５条に基づいていることが分かる26)。
しかし，MLECに基づいていない２項は当事者自治の原則を強調するために，電子商取
引に関連する数多くの国内法に規定されている規定により，当事者が電子通信を使用したり
受け入れる義務がないことを認める規定であることを委員会は知ることとなった。
そして契約条件の接続性に関する規定である13条と形式要件に関する規定の９条上で，批
准された国際条約や協約を含む制定法または規制法と判例法，そして手続法で，電子通信に
関連して当事者に要求したり要求できる規定に従わせている。
このように見ると，電子条約は電子通信に関連するすべての法との関係を有さないだけで
なく，すべての法で電子通信に関連して当事者に要求している事項に関して無関係であるこ
とを規定している。
Ⅲ．契約意思表示に関する両条約規定の概要
契約意思表示に関連する契約意思表示の基準と契約意思表示の効力に関連する両条約の規
定を概観すると，次の通りである。
１．CISG
（１）契約意思表示の基準（14条）
契約意思表示の基準を規定している CISG 14条の規定は次の通りである。
「(１）１人以上の特定人宛になされた契約を締結しようとする提議は，この提議が充分に
明確であり承諾の場合に他方に拘束されるという契約意思表示者の意思を表示している
場合に契約がなされる。提議が物品を表示し，黙示的であれ明示的であれ数量と価格を
確定していたり数量と価格を決定する規定を行っているならば，充分に明確である。
(２）１人以上の特定人宛になされた提議以外の提議は，その提議者が別に明白に表示し
ていない限り，単純な契約意思表示の誘引に過ぎない｡」
CISGの規定によると，提議の相手が特定され，また提議の内容が品名，数量，価格を明
確にすると同時に承諾があれば，契約が成立することによってこれに拘束されるという契約
意思表示者の意思が表示されれば，それが契約意思表示がなされることを規定しており27)，
契約意思表示の要件は次の通りである。
①契約意思表示は契約を締結しようとする提議でなければならない。
桃山学院大学総合研究所紀要 第33巻第３号10
26) A/CN. 9 /546. para. 40
27) Vienna条約は提議を区分しているが, Restatementは offerと proposalを同一視している｡ (Restate-
ment,§22, 以下，Restatementを Rest.と表示する｡）
契約を締結しようとする提議の表現は，伝統的に契約意思表示（offer）という表現を通じ
て反映されている。
②契約意思表示は承諾があるならばこれに拘束されるという意思を表示したものでなければ
ならない。
相手の承諾による拘束の意思表示とは，伝統的に irrevocableまたは firmまたは契約意思
表示の承諾のための有効期間を明示している場合を意味する。
こうした意思の存在が契約意思表示を一般的なカタログ，広告，または単純な照会等と区
別させている。14条２項は，一般大衆宛になされた提議は別途明確に表示されていない限り
契約意思表示でないことを規定している。こうした意味で，広告は条件が相当詳細に明示さ
れていない限り契約意思表示ということはできない。
③契約意思表示は充分に明確でなければならないが，その明確性は物品に関する説明，数量
そして価格に極限している。その他の条件は決まっていなくても構わないが，この３つの条
件は決まっていなければならない。明確性を判断する基準は，物品の説明に関しては物品が
記載されていれば充分であり，数量と価格に関しては明示的であれ黙示的であれ決定されて
いたり決定のための条項が規定されていれば明確なものになる。
（２）契約意思表示の効力発生時期（15条）
15条１項を通じて契約意思表示が被契約意思表示人に到達した時，契約意思表示は有効で
あることを規定している。したがって，被契約意思表示人が他の手段を通じて契約意思表示
発送の事実を知っているとしても，契約意思表示が自身に到着する時まで被契約意思表示人
は契約意思表示を承諾することができない。たいていこうした原則は理論的な関心だけであ
る。しかし，契約意思表示人が契約意思表示の発送後に気が変わり契約意思表示が被契約意
思表示人に到達する前ならば，この原則は実質的に重要である。
15条２項を通じて契約意思表示人が契約意思表示を撤回し，撤回が契約意思表示の到達前
にまたは契約意思表示と同時に被契約意思表示人に到達したなら，契約意思表示は有効とは
ならない。したがって，いったん効力を発揮したら16条２項により取消不能になる契約意思
表示でも，契約意思表示が被契約意思表示人に到着するより早く撤回が被契約意思表示者に
到着する限り撤回されうる。
15条１項と18条２項は契約成立に関する必須原則規定であるということができる28)。
（３）契約意思表示の取消（16条）
16条１項を通じて契約意思表示は一般的に取り消すことができ，取消は承諾を発送する前
に被契約意思表示人に到着した時点で効力が発揮されることを規定している。
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28) A/CN. 9 /WG. IV /WP. 103. note. 58
自身の契約意思表示を取り消せる権利は，一般的に契約が締結された時，すなわち18条２
項により承諾が到達して効力を発揮し，23条により契約が成立した時点で終了となる。しか
し，こうした基本原則は，条約によると次の場合にのみ適用される。
口頭承諾の場合，承諾の発信と同時に到達する同時性の特殊性により，いつ契約が成立す
るとしても成立時期は同じである。しかし，到達主義からして契約は成立する。そして18条
３項により当事者が彼らの間ですでに確立されている慣行や慣習の結果として物品の発送ま
たは代金の支払のような行為を行うことで契約意思表示人に対し通知することなしに同意を
表示できるならば，承諾はこうした行為が履行された時に効力が発生する。したがって，こ
うした行為を行った時に承諾が効力を発生し契約は締結されることとなる。以上のような場
合は，契約が締結された時，すなわち契約が効力を発揮した時であるから，当然契約意思表
示人の取消権利はこの時点で終了する。
一方，書面同意の表示によって承諾される典型的な場合，この時自身の契約意思表示を取
り消せる契約意思表示人の権利は，承諾が契約意思表示人に到達した時，すなわち契約が締
結された時でない被契約意思表示人が自身の承諾を発送した時点で終了する。その理由は次
の通りである。
契約意思表示は一般的に取消可能であるが，被契約意思表示者が承諾を発送すると16条１
項によって取消不能となり，18条２項と23条によって承諾が契約意思表示者に到着した時に
契約が成立する。こうした原則によると，承諾の発送と到着までの時間帯については契約意
思表示は取消不能であるが，契約はまだ成立していない，いわば契約成立前段階であり，契
約意思表示者としては契約の成立を待つほかはない。それにもかかわらず，本条約がこうし
た過程を経由するようにしたことは，上で説明した通り契約意思表示が一般的には取消可能
であるが，承諾の通知が発送されると契約の成立以前でも取消不能になるようにするためで，
契約意思表示を一般的に取消可能にする英米法と一般的に取消不能にする大陸法との折衝の
結果である29)。
16条２項ａ号は，契約意思表示が取消不能であることを表わしているなら，契約意思表示
は取り消すことができないことを規定している。これは，契約意思表示者の立場では自身の
契約意思表示を取り消さないという約束を必要とせず，被契約意思表示人の立場では契約意
思表示が取消不能になるために，一切の約束や行動，そして姿勢を必要としないということ
である。言い換えると，取消不能に対するそのいかなる略印も必要としていないということ
である。そして本規定は，商取引関係において特に国際商取引関係において，被契約意思表
示人は契約意思表示が一定期間有効であることを表示している契約意思表示人の陳述を信頼
できなければならないことを，すなわち契約意思表示が一定期間有効であることを表示して
いる契約意思表示人の陳述を取消不能として信頼できなければならないことを反映している。
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29) Secretairate Commentary on Article 14 of the 1978 Draft 4 and 5
契約意思表示は多様な方法で取消不能であることを表示することができるが，最も明らか
な取消不能を表示する方法は，契約意思表示が取消不能であったり契約意思表示が特定期間
取り消されないことを，または承諾のために確定した期間を，例えば“we offer firm until
sep. 20, 1997”または“The by that date”のように表示することである。
16条２項ｂ号は，被契約意思表示者が契約意思表示を取消不能として信頼するのが合理的
であり，被契約意思表示人が契約意思表示を信頼して行動した場合，契約意思表示者が自身
の契約意思表示を取り消せないことを本規定は述べている。こうした事実は，被契約意思表
示人が契約意思表示を承諾しなければならないのかどうかを決定するために相当な調査をし
なければならない場合に特に重要である。こうした場合，契約意思表示が取消不能であるこ
とを表示していなかったとしても，被契約意思表示人が自身が決定を行うために必要な期間
について，契約意思表示は取消不能でなければならない。ここでいう必要な期間とは，合理
的な期間を意味する。(ｂ）号の規定は英米普通法でいう一種の禁反言の原則（the principle
of estoppel）から始まったと見ることができる。
しかし，契約意思表示の取消の可能性の問題に関して，英米法と大陸法との間でのアプロ
ーチにおいて著しい差がある状況の下で，同規定上の合理的という表現は非常に多様な解釈
を生む恐れがある30)。
本条項は契約意思表示の取消の可能性に関する規定でありながら，効力を発生した契約意
思表示の有効期間に関する規定でもあるため，１項を通じて契約意思表示の取消可能性に関
して英米法と大陸法をともに受容しており，効力を発生した契約意思表示の有効期間に関し
て２項を通じて英米普通法における原則である合理的な期間と大陸法における有効期間の明
示の場合，確定期間有効であることをともに認めている。したがって，承諾のために指定さ
れた期間があればその期間は有効であり，ない場合は合理的な期間においては有効であると
見ることができる。こうした事実は18条２項を通じても確認することができる。
（４）契約意思表示の拒絶（17条）
17条によると，一般的に契約意思表示の拒絶の法的効力に関してはいかなる法を問わず，
契約意思表示を拒絶すれば契約意思表示はその効力を喪失，すなわち被契約意思表示者の契
約を成立させうる権能を喪失（消滅）させるもので，こうした法的効力を生むためには拒絶
の意思表示が契約意思表示者に到達しなければならない。
しかし，最初の契約意思表示の拒絶にもかかわらず，契約意思表示が引き続き有効である
ことを契約意思表示者が明示したり，被契約意思表示者が契約意思表示を現時点で承諾する
意思はなかったとしても，これからさらに考えてみるという意思を言及した場合は，拒絶に
もかかわらず契約意思表示は引き続き効力がある31)。
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30) A/CONF, 97 /19, p. 22
31) Rest. 38 (1, 2), Emanuel S. and Knowels, A., Contract, 1986, Emanuel Laws Outlines, p. 39
しかし，本条項では特に「契約意思表示がたとえ取消不能であっても」と了解を求めてい
るのは，米国の一部判例によると，選択権契約（option contract）の場合は，たとえ拒絶が
あっても選択権は喪失しないという判例があるためである。こうした場合は，選択権に対し
て高額の代価が支払われるケースに該当するものであるため例外とするとしても，一般的な
商取引に使用される確定契約意思表示が拒絶されても喪失しないと考えることは難しいと見
なければならない。商人は拒絶されたら他の取引先と自由に交渉を始めることが認められな
ければならず，被契約意思表示者が心変わりをして承諾しないのではないだろうかと心配す
る必要はない。
いずれにせよ本条項は明快に取消可能であれ取消不能であれ，契約意思表示は拒絶によっ
て喪失するものと非常に明確に規定している。
したがって，例えば10日間有効な確定契約意思表示の場合，その翌日に拒絶をし５日目に
なる日に心変わりをした被契約意思表示者が再び承諾の意思表示を行った場合，承諾が最初
の契約意思表示の有効期間内になされたとしても，契約意思表示は拒絶によってその効力を
喪失する。したがって，理論的に承諾とはいえず，契約は成立しない。
たいてい拒絶は契約意思表示者に到着した時にその効力を発生するため，拒絶の到着前に
より早い方法で拒絶を取り消すことが可能である。例えば，拒絶の通知を手紙で発送した後，
手紙が到着する前に電話またはテレックスやファックスで承諾すると，契約は成立する32)。
２．CUEC
（１）契約意思表示の誘引（11条）
電子条約上の契約意思表示の誘引に関する規定である11条は，次の通り規定されている。
「１人以上の特定当事者宛になされず，情報システムを使用する当事者に一般的に接続で
きるもので，こうした情報システムを通じて注文申請のための対話申請を利用する提議を含
み，ひとつ以上の電子通信を介してなされる契約を締結しようとする提議は，契約意思表示
の誘引と見なす。但し，こうした提議が承諾の場合に拘束されるという提議を行った当事者
の意思を明確に表示している場合は，この限りでない｡」
電子条約11条「契約意思表示の誘引」は，特定当事者宛に発信されなかったが一般的に接
続できる通信により契約を解決しようとする提議は，契約意思表示の誘引に他ならない。但
し，承諾の場合に提議に拘束されることを当事者がその意思を明確にする場合は，契約意思
表示の誘引でない契約意思表示になりうるという原則を確立している。この但し書きの規定
は，インターネットオークションやそれに類似する取引を通じて物品の契約意思表示を行う
場合に適用されることを意味する33)。
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32) 新，掘聰，国際統一売買法，同文舘 1991. pp. 3233
33) 但し書きの規定がインターネットオークションまたはこれに類似する取引に適用するための規定で
あるとの推定は,「多くの法律体系で最高価入札者に物品を売却する拘束的な契約意思表示として見
なされているインターネットオークションとこれに類似する取引を通じた物品の契約意思表示を取り
事実MLEC，米国連邦電子署名法（the U.S. federal Electronic Signatures in Global and Na-
tional Commerce (E-SIGN) Act (E-SIGN）や統一電子取引法（the Uniform Electronic Trans-
actions Act: UETA）上には，このような契約意思表示の誘引を扱う規定はない。一方，
CISG 14（２）項は,「１人以上の特定人宛になされた提議以外の提議は，同提議が別途明
確に表示していない限り契約意思表示の誘引に過ぎない｡」という契約意思表示の誘引規定
をおいている34)。そして，契約意思表示誘引の概念が特定法律体系内では知られていないた
め，同概念は「契約意思表示ではない」という表現に代える方が望ましいという意見にもか
かわらず，CISGのように統一国際貿易法に契約意思表示の誘引という概念がよく使用され
ているため遵守されなければならない35) という作業班の結論により，契約意思表示の誘引の
概念が使用された。
（２）電子通信の発信と受信時期と場所（10条）
電子条約上の電子通信の発信と受信時期と場所に関する10条の規定は次の通りである。
１．電子通信の発信時期は，電子通信の作成者およびその者に代わり電子通信を発信する者
の管理下にある情報システムを離れた時，および電子通信が作成者およびその者に代わり
電子通信を発信する者の管理下にある情報システムを離れなかったならば，電子通信が受
信された時である。
２．電子通信の受信時期は，通信が受信人によって指定された電子アドレスで受信人により
検索することができる時である。受信人の他の電子アドレスにおける電子通信の受信時期
は，通信がその場所で受信人により検索され電子通信がその場所宛に発信された事実を受
信人が知った時である。電子通信は通信が受信人の電子アドレスに到達した時に受信人に
より検索されうるものと推定する。
３．電子通信は作成者が自身の営業場所を有している場所に送信されたものと見なし，受信
人が自身の営業場所を有している場所で受信されたものと見なす。営業場所は６条の規定
により決定された場所を意味する。
４．２項は電子アドレスを支援する情報システムが３項により電子通信が受信されたものと
見なされる場所と異なる場合も適用される。
電子通信の場合，発信を内部電算網を離れ発信自体が発信ターミナルにより信号された時
を基準とすることができるが，こうしたアプローチが10条１項の発信基準であると見ること
ができる。作業班は MLEC 15条１項の作成者の管理を離れ，情報システムに入力された時
を発信の時期とする入力基準を主張し，多くの論評者も法的明確性と危険分担次元における
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扱う特定規定を制定する必要はなく，現規定でこうした可能性をカバーできる」という作業班の結論
をもっていうことができる。(A/CN. 9 /571. para. 171)
34) A/CN. 9 /571. para. 169
35) ibd.
問題点を挙げて作業班の見解を支持した。しかし，作業班の支配的な見解は現規定の内容で
あったが，その理由は作成者のシステムを離れることと受信人のシステムへの入力の間には
瞬間的な差があるだけということであった36)。
10条２項は電子通信の受信に関する確固たる規定よりも一連の前提，すなわち過程になっ
ている。多くの法律体系でよく発見することができ，MLECに基づいた国内法規定を反映
した概念を使用することにより，条約は受信人によって受信したものと見なされるために，
電子通信を検索できるようになった時，すなわち大部分の法で採用している基本基準（the
primary criterion or based rules）であり客観的基準（the objective test）である入力基準
（entry-based rules）よりも，受信人の能力に基づいた電子通信を検索できる時37) を受信と
見なすためのより厳格かつ明らかな要件，すなわち基準38) としている。このように見ると，
電子条約の受信基準の場合，非指定アドレスに発信されたメッセージの受信のためにメッセ
ージを検索できなければならず，電子通信がそうしたアドレス宛に発信された事実を受信人
が認知（実質的了知主義）しなければならないことを要求している。MLECと比較してみ
ると，電子条約の下では単純に不正確なアドレスでない非指定アドレス宛に発信されたメッ
セージの受信が受信といういっそう厳格な規定を採用している理由は，MLEC採用以来，
補完フィルターとファイアーウォールの発達が電子通信をして受信人に到達するであろうと
いう信頼を減少させたためである39)。したがって，受信に関する原則は特定電子アドレス，
すなわち指定アドレスを使用することによる同意がなければならず，そのように合意してい
ない者に他のアドレス宛に，すなわち非指定アドレス宛に発信された通信の損失リスクを負
担するように強要してはならない。
そして電子条約の受信時期に関する原則は，草案規定よりは明らかに優れている。
指定された電子アドレスの場合，受信の原則基準が，検索可能基準と前提は MLECと
UETAの受信原則基準が情報システムに入力基準という曖昧な基準を除去している。受信人
の非指定アドレス宛に発信された電子通信の受信については，検索可能と通信の認知基準は
受信に関する原則であるMLEC情報システム入力基準より明確である。
このように見ると，電子条約上の受信原則は，通信が誤った受信人の電子アドレス宛にな
されたが，受信人が知りその通信を検索できる時を受信とすると，発信者にとってより合理
的な基準ということができる。UETAは受信人の非指定電子アドレス宛に発信された通信の
受信に関する問題を扱っていない40)。しかし，こうした要件が時間測定に焦点をおき受信さ
れたものと見なされるために，処理可能（process ability）のようなその他の要件をデータ
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36) Roksana J. M., “Electronic Commerce in Int’l Trade Law-especially under the UN Convention on the use
of Electronic Communications in Int’l Contracts and CISG”, University of Cape Town, 2007, 2, 15, p. 75
37) Charles H. M., op. cit., p. 291
38) 前掲書，p 95
39) 前掲書，p 185
40) Charles H. M., op. cit., pp. 293294
メッセージが充足する必要があるのかどうかに関しては，国内法に任せている MLEC 15条
２項のような規定はない41)。
そして発信と受信の場所に関する10条３項と４項の原則は，MLEC 15条３項と４項と本
質的には同じであるが，６条の規定で定めている位置の営業場所で作成者が電子通信を送り
受信人も同様に自身の営業場所で受信したことになっている42)。
こうした規定はMLEC 15条と UETA 15条の規定と同一である。
Ⅳ．契約意思表示に関する CISG規定下における CUEC適用時の留意事項
以上で国連電子条約の特徴と概要を通じた CUECの概括的理解と契約意思表示に関する
両条約規定の概要を通じて，CISGの下でなされる契約意思表示に関連する電子通信の場合
に発生しうる問題点として電子通信を介してなされる契約意思表示の場合，CISG上の契約
意思表示の基準規定である14条と契約意思表示の誘引規定として契約意思表示に関連する規
定である CUEC規定11条との契約意思表示基準に関連する両規定の調和問題，契約の効力
発生時期に関する CISG 15条の規定と電子通信の発信と受信の時期と場所に関する CUEC 10
条の規定に関連して効力発生時期との調和問題，そして CISGには契約意思表示の撤回と取
消そして拒絶等の規定があるが，CUECの場合電子通信の契約意思表示と撤回，拒絶の規定
がないが，こうした場合 CISG 15条と16条，17条の規定による電子通信の撤回と取消および
拒絶が CISGの15条，16条，17条により可能であるか，可能であるならばいかなる方法によ
り可能であるかという契約意思表示に関連する電子通信の撤回と取消および拒絶の可能性と
その可能方法の CISGの該当規定との調和問題等を挙げることができる。
以下ではこうした問題点を中心に，契約意思表示に関連する両条約規定間の調和を留意事
項として論じようと思う。
１．電子通信による契約意思表示の基準
（１）CISGに関連して使用される場合の契約意思表示の基準
敢えて電子条約の規定でないとしても，CISG規定11条と13条の規定によって電子通信の
文書性（書面性）が認められ，６条の規定によっても認められ，９条１項，２項によっても，
また96条の留保宣言によっても電子通信の文書性ないし書面性が認められているが，電子通
信条約が CISG 14条に関連して使用される電子通信の使用に適用される場合の契約意思表示
の基準は次の通りである43)。
ａ．契約を締結しようとする提議
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41) 前掲書，p 157
42) 前掲書，pp. 5051
43) http: //www.cisg.law.pace.edu / cisg / cisg-ac-op.1
ｂ．拘束の意思
ｃ．物品，数量，価格の明確
ｄ．受信人の数字的な制限
ｅ．ａ～ｄの要件を備えても13条上の契約条件の提示を怠らないこと
1996年まで国際物品売買契約のための最も主要な国際法は CISGであった。しかし過去も
今も相変らず成功した法であるが，電子通信使用前に草案化されたものであり，電子通信に
適合する用語や概念を使用していないために，電子契約のすべての事項に適用されにくい44)。
それにもかかわらず，電子通信による契約意思表示の場合，CISGに関連して使用される場
合，CISG 14条１項の基準のほかに13条上でいう契約条件提示の規定を備えなければ契約に
ならないが，その理由は次の通りである。
13条上で提示している契約条件提示規定は，同一取引の二重法適用を避け電子取引促進を
期そうとする目的で規定されたもので，各国の国内電子法の規定により電子通信による契約
の場合に二重法適用を避け電子取引促進のために要求できる契約条件提示を規定している場
合，同規定に合う条件を提示するようにしている。こうした条件はある意味では紙での取引
の際に，すでに印刷されていたり，印刷されなくても慣行によってなされている内容として
理解されているが，電子取引の場合それらを強調するのは紙での取引と電子取引とで異なる
ことがあり，ある意味では電子取引の正しい認識と促進のために，場合によっては紙での取
引の時にぞんざいに扱われていた部分の新たな強調と見ることができる。しかし，契約条件
の提示は必須ではなく，国内電子法上で要求しているならば提示しなければならないが，簡
単にアプローチして確認した後契約成立の有無を決定するように提示しなければならないこ
とを注意しなければならない。
特に契約条件に関して，CISGは14条１項の品質，数量，価格条件以外は沈黙しているが，
その他の条件の場合，今後交渉が容易であったり自動的に解決されうるが，これらすべての
ことが結局一方の陳述やその他の行為に関する規定である８条によって解決されなければな
らない。ところが，電子条約は国内法に一任している。したがって，CISGに関連して使用
される場合，契約条件は CISGのように解決されなければならないにもかかわらず，国内法
に委任していて CISGとは相異なる結果が出てくることもあり，Roksanaもこうした立場を
憂慮している45)。
この時の数字の制限は，１人以上の特定人の数的制限を意味することが原則であるが，場
合によっては１人以上の特定多数でも被契約意思表示者がすべて承諾する場合，契約意思表
示者が受容することのできる特定多数であるならば特定多数でも問題はない。問題は，電子
通信の特性上生産量を無視した契約意思表示による承諾と承諾による契約締結の結果により
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44) Roksana J. M., op. cit., p. 3
45) Roksana J. M., op. cit., p. 67
契約意思表示者の契約履行不能，未だ仮装空間の文化は買い受け人リスク負担（coveat
importer: let the buyer beware）という側面から被契約意思表示者の被害を減らそうとする
ことに目的をおいている。したがって，数的な制限は必ず１人でなければ何名かの特定を意
味しない46)。
契約条件はａ．ｂ．ｃの条件以外の条件，特にｃ条件の履行に関連する条件でもありえ，
ａ．ｂ．ｃ．ｄを含みその他伝統的な契約意思表示上の当事者の主な関心となる契約意思表
示７大条件とそれらの条件履行に関連する条件でもありうる。
（２）独自に使用される場合の電子通信の契約意思表示の基準
対話式・非対話式による契約意思表示の拘束性の有無に関して，現在では標準慣習がない
ために47) CISG 14（１）のような電子通信の契約意思表示の基準がないとしても，CISGに
関連して電子条約が使用されずに，CISGと別途に電子条約が使用される場合，電子通信の
契約意思表示基準を提示すると次の通りである。
１．上記 CISG下の電子通信による契約意思表示基準に従った場合，契約意思表示になる。
なぜなら，CISG９条の規定によって CISGは統一された取引慣習と認定することができ
るためである48)。
２．伝統的な英米普通法上の firm49) offerないしは irrevocable offer50) に，生産可能量（履行
可能量）に相当する被契約意思表示者宛に契約意思表示されなければならないという条件
（１人以上の特定人または特定多数)，そして上記１）のｅ要件を備えた電子契約意思表
示は，契約意思表示になりうる。なぜなら，伝統的な firm offer上には電子通信による契
約意思表示の場合に必要な数的制限と契約条件提示要件が欠如しているために，これの補
完がなければならないためである。このようになる場合，②による電子通信契約基準はあ
る意味では①の契約意思表示の基準よりさらに完璧になりうる。なぜなら，品質，数量，
価格以外のその他の条件が提議されるためである。
３．インターネットオークションまたはこれに類似する取引の契約意思表示のための規定と
いうことができる11条の但し書き規定によって，承諾の場合に提議に拘束されることを当
事者がその意思を明確にしている場合は，契約意思表示の誘引でない契約意思表示になり
うる51)。
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46) Chissick M., Electronic Commerce Law and Practice, Sweet & Maxwell, 1999, p. 53
47) A/CN. 9 /538. para. 117
48) CISGが統一取引（売買，商）慣習と見ることのできる根拠は，Schmitthoff教授の主張に立脚して
主張することができる。(Schmitthoff. C. M., Int’l Trade Usage, 1987, ICC, pp. 2629)
49) ａ．offer表示，ｂ irrevocable firm表示，ｃ ７大条件表示，ｄ 場合によっては７大条件履行に関
する取引条件が印刷されている。
50) 米国では両者の区分がなされているが，英国の場合，firmと irrevocableを同じ意味として捉えて
いる。
51) Charles H. M., op. cit., p. 295
このように見ると，電子通信による競売契約意思表示のような場合，拘束の意思を強調し
ているが，これはこの条件が最も重要で残りの条件は重要でないとか，この条件が電子通信
契約意思表示の唯一の基準であることを意味するものと勘違いしてはならない。これは二重
法体系の適用を防止し，電子商取引の促進のためには承諾の場合拘束，すなわち履行すると
いう，またはすることができるという責任ある表現の多数大衆を相手に一時に契約意思表示
が可能な電子通信の場合，他の条件に比べて相対的に非常に重要であることを強調するため
のものである。こうした意味で，他の条件がすべて明示されていても，この条件に関する明
示がなければ契約意思表示の基準に達しないものと見なし，契約意思表示の誘引と見なけれ
ばならない。言い換えると，この表現は上で言及した通り，多くの一般大衆宛に同時に伝達
が可能な電子契約意思表示の特徴上，一時に注文ないし承諾をしてくると一定の在庫ないし
生産力しかない売り渡し人の場合，履行不履行になるために契約違反になりえ，不利益を被
ることがありうるので，契約意思表示と契約意思表示の誘引との間の区分についての重要な
基準であり，売り渡し人を保護するという次元で拘束意思基準を契約意思表示と契約意思表
示の誘引との間の重要な区分の基準として提示していると見ることができる。こうした意味
で，拘束の意思表示が電子通信による契約意思表示か契約意思表示の誘引かを区分するため
に重要な基準となることを注意する必要がある。なぜなら，それ以外の条件の場合，１つか
２つの条件が抜けているからといって契約意思表示の誘引と見られないためである。
拘束意思の明確な表示は firm，irrevocable，有効期間等，伝統的な拘束意思表示以外に,
「最高額入札者１人に限る」のような表現は，拘束意思の好ましい表示ということができる。
なぜなら,「最高額入札者１人に限る」という条件で多数宛になされたとしても，結局承諾
の効力は１人に限られるということで，この数字はまさに契約意思表示者が履行できる数字
であるためである。
こうした拘束の意思は，単にインターネットオークションやこれに類似する取引でないす
でに指摘した契約意思表示の場合も，電子通信の特性上強調されなければならない部分とい
うことができる。
２．電子通信による契約意思表示の誘引
上記（１)，(２）の要件欠如の場合が契約意思表示の誘引である。それにもかかわらず，
契約意思表示と認め取引しようとしたら，被契約意思表示者の全面的責任の下になされなけ
ればならない。
契約成立のための自動情報システムの使用に関する規定である12条は，自動メッセージシ
ステムと自然人間の対話式や自動メッセージシステム間の対話式を介した契約成立を認めて
いるが，11条は注文を行うための対話式申請という単純な契約意思表示を行った事実だけで
は対話式申請システムが完全自動かどうかに関係なく，そうしたシステムを介してなされる
すべての注文が当事者を拘束するという拘束の意思を前提とすることを拒絶していることを
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留意しなければならない52)。
これに比べて E-SIGN 7001 (ｈ）は,「それらの措置は拘束される者に法的に帰属する電
子代理人を通じた契約の成立を認めている。また，UETA 14条も電子代理人と個人との間ま
たは電子代理人との間の対話式を介して成立した契約を認めている53)。
したがって，12条の規定は契約意思表示の規定でないいかなる形態でも契約が締結される
過程になされた過程一つ一つの適法性を問わず結果的になされた契約成立を認める規定であ
るが，11条に関連させてみると，但し書き規定が適用される場合，12条によっても上で言及
した通り，契約意思表示と認められると見ることができることを留意しなければならない。
３．電子契約意思表示の効力発生時期
（１）電子通信の発信時期
通信の発信とは通信を送ったという意味である。しかし電子通信の場合，技術上の問題で
いくら作成者が通信を発信したとしても，管理システムを離れなければ真の意味での発信と
はなりえない。したがって，電子条約の規定によると，電子通信作成者やそれに代る者の管
理下にある情報システムを電子通信が離れた時，こうした管理下にある情報システムを離れ
ていない場合は電子通信の受信された時である。言い換えると，電子通信の発信は作成者や
それに代る者の管理システムを離れた時であったり，様々な技術上の問題により管理システ
ムを離れずに留まっている場合，発信状態ではないので，いつ離れるか分からないが，いっ
たん離れれば直ちに受信人の管理システムに通信が入力されるため，こうした電子通信の特
性を考慮して，直ちにその受信時を作成者やそれに代る者の管理システムを離れた，すなわ
ち抜け出した発信時とするということである。したがって，離れた時は最終目的地の情報シ
ステムや仲介システムに到達時（受信時）であり，作成者の管理を通信が離れたことを立証
するための最も簡単に確認できる立証方法は，読まれていない状態が直ちに作成者やそれに
代る者の管理システムを抜け出して発信された事実を確認できる時である。
このように見ると，発信の場合，電子通信の特性上発信と同時に受信されるものとして，
作成者やその代理人の情報システムの管理を抜け出した時を発信とし，管理を離れていない
時は受信人の情報システムが受信した時を発信とする相異なる発信表現方法による同一の発
信の概念，すなわち同一の事実の両面性概念54) を用いている。したがって，10条１項の管理
を抜け出すことと受信を発信の概念としている。
こうした電子条約による電子通信の発信時期原則が，電子通信による契約意思表示に関連
する発信の場合にそのまま適用されると見ることができる。
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52) A/CN. 9 /577 /Add. 1. para. 43
53) Charles H. M., op. cit., p. 295
54) A/CN. 9 /546. para. 77
（２）電子通信の受信時期
電子条約の規定によると，電子通信の受信時期の決定方法は，指定された電子アドレスの
場合は検索できる時55)（形式的了知主義)56) であり，非指定電子アドレス（受信人の他の電
子アドレス）の場合は通信が指定された電子アドレス以外のアドレスへ発信されたことを知
りその通信を検索できる時57)（実質的了知主義)58) である。
受信時期を情報システムの入力基準から検査基準に変更するようになった理由は次の通り
である。
受信人と情報システムの間に必要な法的関係の不透明と，例えば実際において電子通信の
反復喪失を招いているスパムメールの遮断やウイルスの拡散防止のような会社や個人が管理
している情報システムの無欠性，補完性ないしは有用性を保存するために講じる措置のデー
タ復旧能力に関する不確実性を挙げることができる59)。
したがって，10条２項による受信の場合，スパムメール等の遮断を防ぐためのファイアー
ウォール，保安装置等によりメールの受信が遮断されうるので，郵便の場合とは異なり到達
の立証上の問題が提起されうるため，受信のための指定電子メールに発送された電子通信の
場合は受信人の検索能力を到達の概念とし，電子通信を検索できる時を受信，すなわち到達
としており，受信人が他の電子アドレス宛に発信された電子通信の場合，そのアドレス宛に
発信された事実を受信人が知った時を受信，すなわち到達の時点としている。
こうした場合，10条１項と比較してみると，前文上の「検索できる時」は後文の「……そ
のアドレスへ発信された事実を知った時」のような概念の受信の概念と見ることができる。
であるならば後文の「……知った時」の意味は,「認知し検索できる時」と解釈しなければ
ならない。なぜなら，同規定上の「認知の時」の概念が検索する内容であるかどうかの概念
でない，検索できる前に電子通信メールがそのアドレスへ発信された事実を認知すると理解
しなければならないためである。10条１項の前・後文の規定を同一に発信の概念としている
ことを理解する時，10条２項の受信人の電子通信を検索できる処理能力を基準として，前文
上の「……検索できる時」を後文の「……知った時」のように解釈するためには,「……知
った時」を「……知り検索できる時」と解釈しなければならない。しかし，このように解釈
するとしても,「検索できる時」は郵便の場合と異なり，受信人の電子通信処理能力を基準
とした概念なので，この概念の通りならば非常に包括的概念になりうるため，電子通信の特
性を考慮して，受信人が自身の指定電子アドレス宛に差出人が送った電子通信を確認するた
めに，webウィンドウを開く瞬間を初めて検索できる時と解釈して受信の時とすることで初
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55) UCC上の到達主義に該当するということができる。
56) ウインドウを開くこと＝一種の単純な通信到着確認の意味
57) 英米大陸法上の了知主義に該当しうる。
58) ソン・ウルラ,「UNCITRAL国際電子取引条約に対する電子取引基本法の対応策｣，修士学位論文，
高麗大学法務大学院，2006．p. 103
59) 前掲書，p. 185
めて郵便でいう到達の概念を超えて，一種の形式的了知主義にならなければならない。一方，
受信人の他のアドレスに発信された電子通信の場合，該当通信以外の発信者の様々な通信等
が発信されうるので，該当通信なのかどうかを知るためには webウィンドウを開きその内
容を確認する時を受信の時とすることで，郵便でいう到達主義の概念を超えて実質的了知主
義と考えなければならない。したがって，受信の概念が10条２項の場合は同一の受信概念を
用いている10条１項とは異なり，形式的了知主義と実質的了知主義と解釈することができる
ため，前・後文が相異なる受信表現方法による相異なる受信概念を用いていると見ることが
できる。
こうした電子条約による電子通信の受信時期原則が，電子通信による契約意思表示に関連
する受信の場合にそのまま適用されると見ることができる。
４．電子通信の撤回の可能性とその方法
（１）撤回の可能性とその方法
電子取引において認められなければならない撤回や取消のような実体法規定が電子条約に
はない60) という状況下で，その可能性を見ると次の通りである。
CISG 15条の規定に関連して使用される電子通信に関する Pace 大学国際商事法研究所
（the Institute of Int’l Commercial Law: ICL）所属 CISG諮問委員会の意見（CISG-Advisory
Council Opinion：以下 ACOという) によると, １項に関連して本規定でいう ｢到達｣ (reach)
という用語は，電子通信を有効な書面通信のように認める場合，同電子通信が被契約意思表
示人のサーバー（server）に入力を完了した時に相当する言葉である。すなわち，本規定で
いう到達とは，電子通信の場合，被契約意思表示人のサーバー（指定サーバーを意味）に通
信が入力完了した時を本規定による到達と見ている61)。
しかし，こうした意見は電子条約と比較してみると多少違いがある。すなわち，ここでの
被契約意思表示人のサーバーというのは，被契約意思表示人が指定したサーバーのみを意味
するが，電子通信は指定サーバーと非指定サーバーをともに認めており，前者の場合形式的
了知主義を，後者の場合は実質的了知主義をそれぞれ到達の概念と見ているのに比べて，本
意見によると電子通信条約上でいう指定サーバーの到達の概念に該当する形式的了知主義，
すなわち検索できる時，すなわち被契約意思表示人が指定したサーバーに電子通信が入力を
完了して検索できる状態のみを到達の概念と見ている。したがって，被契約意思表示者が受
信通信のためのサーバーを指定した場合電子条約と一致するが，非指定の場合と，こうした
場合到達に対する意見はない。
そして ACOによると，２項に関連して契約意思表示は，それがたとえ取消不能であって
も，契約意思表示が被契約意思表示人に到達する前か同時に被契約意思表示人のサーバーに
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60) A/CN. 9 /WG. 10 /WP. 10. p. 729. 31
61) http: //www.cisg.law.pace.edu / cisg / cisg-ac-op.1
契約意思表示人が契約意思表示を撤回するという電子通信が入力されたとしたら撤回するこ
とができる。このように見ると，電子通信による撤回の前提条件は，こうした入力完了，す
なわち検索できる時に電子通信を撤回通信と認めることを，言い換えるとこうした形態の性
格を帯びた電子通信形態として被契約意思表示人の電子アドレス宛に発信された電子通信の
受領を明示的または黙示的に被契約意思表示人が同意62) しなければならないという意見であ
る63)。
こうした明示的・黙示的合意は６条，８条，９条を通じて合意または推定することができ
る。
こうした ACOの意見に対する自らの論評は次の通りである。
15条１項により契約意思表示は被契約意思表示者に到達する時まで有効でなく，15条２項
により撤回が契約意思表示の到達前もしくは同時に到達すれば，契約意思表示は撤回するこ
とができる。こうした規定により伝統的な通信手段によると，こうした原則は被契約意思表
示者をして契約意思表示より早い通信手段を通じて自身の契約意思表示を撤回することがで
きるようにしている64)。例えば，契約意思表示者は通常郵便で契約を発送し，その後，郵便
より早く被契約意思表示者に到達できる faxを発送することによって契約意思表示を撤回す
ることができる。
（２）提起される問題点と対案
この規定に関して電子通信手段に関連して発生しうる問題は，e-mailで発信されたりウェ
ブサイトまたはその他 EDIを介してなされる電子メッセージよりさらに早い実質的な通信
手段がほとんどないということである。したがって，電子通信で契約意思表示をした場合で，
この規定の制定趣旨によりさらに早い手段でもって撤回しようとする場合，撤回のために電
子通信よりさらに早い手段がなく，電子通信を11条，13条によって認めるとしても，規定の
制定趣旨に矛盾しうるということである。そしてよりいっそう大きな問題として，撤回は電
子通信でなされる反面，契約意思表示は紙で作成された伝統的な手紙で作成され，伝統的な
郵便でもって発信される場合に実質的な重要問題が発生するということである65)。すなわち，
契約意思表示は電子通信でなされ，撤回はさらに早い手段でなされるという手段があれば問
題はないが，契約意思表示は伝統的な郵便で行い撤回は電子でなされるとなると，根本的に
規定制定精神に合わないということである。こうした問題は未だ解決策がない根本的な問題
である。
本規定により電子通信を認める場合，観念的な次元で提起されるひとつの困難は，電子通
信撤回の受信人は紙の通信の場合とは異なり，電子通信が到達する場所に物理的に存在しな
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62) http: //www.cisg.law.pace.edu / cisg / cisg-ac-op.1
63) http: //www.cisg.law.pace.edu / cisg / cisg-ac-op.1
64) http: //www.cisg.law.pace.edu / cisg / cisg-ac-op.1
65) http: //www.cisg.law.pace.edu / cisg / cisg-ac-op.1
いこともあるということである。電子通信を受領する受信人が存在する場所は実質的な，す
なわち物理的な概念より機能的概念である。私たちが知っているように，電子通信は差出人
を含む世界中のすべてのサーバーに入力されうるが，こうした場合，重要な問題はそのメッ
セージの受信人がそのメッセージを検索することができるのかどうかが重要であって，受信
人の存在は重要でない。したがって，検索できる場所に受信人が物理的に存在しているとい
う事実が重要でなく，検索できる時，その場所が受信人が存在する場所になるということで
ある。こうした場合，15条でいう「到達（reach)」を電子通信に関連して考えられる最も重
要な状況は次のように考えられる。
第一に挙げられる状況として，実質的な見地から見るなら，電子撤回通信の受信人が自身
のサーバーに位置するやいなやその通信を読むことができる時（検索できる時：入力が完了
した時）が到達の時期である。しかしこうした場合，彼は自身のネットワークシステム上の
内部問題によって自身のサーバーを介して通信を読むのに困難を有しうる。こうしたケース
は，自身の影響圏内で発生しうるよくありうるケースである。したがって，メッセージが自
身のサーバーに到達したが内部問題によって読むことができないということが，被契約意思
表示人にどれだけ苛酷か分からないが，こうした被契約意思表示人の技術上の問題に対して
契約意思表示人にそうしたリスクを課すことは適切でない。こうした場合，被契約意思表示
人はこうした場合に備えて適切なインターネットサーバー提供者（ISP）を選定することで，
または内部通信機能を満足させられる適切な技術基盤の拡充を図ることで，こうしたリスク
を減少することができる。したがって，電子通信の発信者がこうしたリスクを負担してはな
らない66)。
こうした事実は結局，受信人が自身のサーバー上の問題によって実質的に電子通信が入力
されて検索できる状態に到達したが技術上の問題で読むことができない時，その責任は全面
的に被契約意思表示者にあり，撤回の通信はすでに到達したと見なければならない。そして，
契約意思表示者は撤回通信が入力されて検索できる時点を基準として，それ以前ならば撤回
が可能であるということである。
二番目に挙げられる状況として，撤回が被契約意思表示人のサーバーに入力が完了された
という事実のみでは充分でない。彼は自身が撤回電子通信を受領したいという意思表示がや
はりなければならないということである。そして撤回電子通信を受領したいという被契約意
思表示人の自発的意志は，電子撤回通知が被契約意思表示者に到達するかどうかを決定する
のに考慮されなければならない。ところで，こうした被契約意思表示者の撤回電子通信受領
の同意は，取引当事者の行為の解釈のための原則を規定している CISG８条により証拠とな
りうる。そしてこうした同意を確認する道は，８条以外にも当事者が知ったり当然知らなけ
ればならず，国際取引で広く知られていながらも，関連する特殊な取引に関する形態の契約
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当事者によって正規に遵守される取引慣習に関連して証拠となることができるが，まさにこ
うした事実を９条２項が規定している67)。
言い換えると，いくら撤回しようとする電子通信が被契約意思表示者のサーバーに入力完
了されたとしても，被契約意思表示者が受領したいという意思の表示がないならば，撤回通
信の到達の有無に影響を与えうる。このように見ると，被契約意思表示者の受領意思表示は，
撤回通信が被契約意思表示者に到達の決定的な証拠となりうるが，こうした修正意思の表示
は８条と９条２項によって立証されうる。
三番目に挙げられる状況として，撤回電子通信に関連するもうひとつの問題は，契約意思
表示人のＥメールアドレスが撤回を含んでいるメッセージに正確に明記されていない場合の
撤回電子通信の被契約意思表示者への到達の有無である。こうしたメッセージが受信人のサ
ーバーに入力されうるが，受信人個人の立場から見る時はまだ検索できない状態となり，こ
れはまさに撤回電子通信が到達していない状態であることを意味する。例えば，正確なＥメ
ールアドレスは「Thomas＠company.com」であるのに発信者が「Tomas＠company.com」と
した場合である。このように誤って記載されたＥメールが Thomasのサーバーにたまに入力
されうるが，彼のサーバーに入力はされない。なぜならサーバーが「ｈ」がない Tomasを
探すことができないためである。こうした場合，不着のリスクは発信者にある。なぜなら，
Thomas氏は不正確に明示された撤回電子メッセージを受領しようとする自身の意志を現わ
さないであろうからである。たまに不正確なアドレスを有する電子通信が郵便局を介して正
確なアドレスに伝達されることがある。しかし，このように伝達された電子通信が適期に受
信人のアドレスに到着したら撤回電子通信は有効である。こうした場合，受信人は特殊な方
法により不正確に発信されたＥメールの場合，そのＥメールが自身宛てに送らなければなら
ないことを郵便局に通知しなければならず，そのようにすることによって彼は不正確に発信
された電子通信をも受領するという自身の一般的な意思を表示したことになる68)。
言い換えると，不正確な受信人アドレスを有する電子撤回通信の場合，原則的に到着しに
くく，こうした不着のリスクは発信者にある。しかし受信人が不正確なＥメールの場合でも，
受領するという意思を電子郵便局に表示した場合には，撤回電子通信は有効である。
四番目に挙げられる状況として，15条の規定上の「到着」に関連するもうひとつの問題は，
被契約意思表示者が電子通信を処理して理解できる能力を備えているかどうかについての問
題である。例えば，矛盾したコンピュータ上に現れる電子通信文を理解できない場合があり
うる。このような場合は，被契約意思表示者が正確に処理できない電子撤回通信が被契約意
思表示者のサーバーに入力完了した時，被契約意思表示者に15条でいう到達がなされたかと
いうことである。そしてこうした場合，もうひとつ重要な問題は，被契約意思表示者がそう
した電子通信形態を検索しようとする意志をどの程度示すかである。なぜならこうした場合，
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被契約意思表示者は電子通信を一般的に受領することに合意した事実のみでは充分でないた
めである。こうした場合に備えて，彼はそうした形態でそのようなアドレス宛に発送された
撤回電子メッセージを遂行するという意思を必ず表わさなければならないが，こうした形態
の同意表示はやはり当事者の行為を解釈するために規定された８条によって解釈されえ，当
事者間で確立された慣行に関する９条１項の規定によって解釈されえ，取引慣習の問題とし
て契約意思表示者が一定の形態の電子メッセージを受領することに明示的であれ黙示的であ
れ合意したかどうかを判断するために９条２項が適用されうる69)。
言い換えると，電子通信が到達したが被契約意思表示者が処理して理解できる状態のメッ
セージにならない場合，到着の有無やその責任の所在である。こうした場合に備えて，こう
した通信も受領したものとするという同意があれば，15条でいう到達をしその責任は被契約
意思表示者にあり，またこうした形態のメッセージの受領同意は明示的にすることもでき，
８条，９条１項，２項によって推定されうる。しかし，こうした形態のメッセージを受領す
ることにするとの同意を明示的にしたり，８条，９条１，２項によってこうした同意を推定
できない限り不着になり，その責任は契約意思表示者にある。
以上のような撤回通信到達時点に関連する不着リスクの具体的な場合とその責任の問題は，
撤回電子通信に関連して留意しなければならない事項と見なされる。
しかし以上の ACOの意見と論評は，電子通信条約と関係なく11条，13条による電子通信
の認定による６条，８条，９条等の推定に基づいて契約意思表示に関連する撤回電子通信の
有効性に関する内容であり，撤回電子通信に関して留意しなければならない事項として価値
があると見なされる。しかし，電子条約に関連させてみると，CISGに関連して電子通信が
使用される場合，上記電子通信の受信と発信時期の原則によって CISG 15条２項によって電
子通信撤回の推定が可能であるが，検索前の形式的了知主義（英米法の到達主義）であるが，
検索して確認する前まで撤回70) が可能であり，電子条約が独自に使用される場合で準拠法に
よる場合，意思表示の大原則が到達主義で，撤回が将来効力発生防止にあるため，やはり15
条２項によって推定可能であるが，CISGの場合のようであると見ることができる。
５．電子通信の取消の可能性とその方法
ACOの意見によると，電子通信の場合に16条の規定でいう「到達」の用語は，電子通信
を有効な書面通信のように認める場合等，電子通信が被契約意思表示者のサーバーへの入力
完了時に相当する言葉である。しかし，取消の電子通信が被契約意思表示者が承諾の通信を
発信完了する前に被契約意思表示者のサーバーに入力されるなら，契約意思表示を取り消す
ことができる。但し，そうなるための前提条件は，入力が完了した時，すなわち検索できる
時の電子通信を取消通信と認定することを，言い換えるとこうした形態の性格を帯びた電子
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69) http: //www.cisg.law.pace.edu / cisg / cisg-ac-op.1
70) 実質的了知主義で英米法了知主義と同じである。
通信形態として被契約意思表示人の電子アドレス宛に発信された電子通信の受領は，明示的
または黙示的に被契約意思表示人が同意しなければならないが，こうした合意は６条，８条，
９条等を通じて合意ないし合意事実の推定が可能である71)。
１項でいう「到達」の意味に関して取消電子通信の場合，被契約意思表示者のサーバーに
入力完了時点と見ている意見に関する論者の異見は，契約意思表示の効力発生規定である15
条１項に関連する本人の意見と同一である。
このような ACOの意見による論評は次の通りである。
この規定は被契約意思表示人が自身の承諾を発信完了する時まで契約意思表示人が契約意
思表示を取り消せるようにする規定であり，電子取消通信に適用する場合，被契約意思表示
人が自身の承諾電子通信を発送完了する前に被契約意思表示者のサーバーに取消通知が入力
完了されるなら，取消されうるということを意味する。
本規定でいう「到達」の効力に関する到達時点に関連する不着リスクの具体的な場合とそ
の責任問題は，15条における論評の通りである72)。
以上の ACOの意見および論評とは異なり，CISGに関連して電子条約が使用される場合，
契約締結時まで取り消せるならば，契約意思表示者と被契約意思表示者の承諾通信に対して
検索する時や検索して確認する時まで取り消すことができる。しかし，但し書き規定により，
すなわち16条１項但し書き規定によって，承諾通信発信前まで取消が可能である。一方，独
自に電子通信条約適用の場合で，10条により契約意思表示になりうる場合に，契約意思表示
の取消に関する規定がない。しかし，CISGと関係なく独自に使用される場合で契約意思表
示の効力発生後に取消理由があって取り消せる場合，準拠法により発信主義，到達主義，了
知主義が適用されうるが，契約意思表示者（取消権者）が発信主義の場合10条１項により被
契約意思表示者による承諾電子通信発信（被契約意思表示者の情報システムを離れた時）前
に，到達主義の場合かつ指定電子アドレスの場合10条２項により契約意思表示者が承諾通信
に対して形式的了知主義時点の検索できる前に，または非指定電子アドレス使用の場合，検
索によって確認する前に，了知主義の場合，指定電子アドレスであれ非指定電子アドレスで
あれ関係なく，10条２項により契約意思表示者が承諾通信に対して検索による確認をする前
に，契約意思表示者は契約意思表示を取り消せると見ることができる。
６．契約意思表示の拒絶の可能性とその方法
まず CISG 17条に関連して電子通信が使用される場合，ACOの意見と論評を見ると次の
通りである。
本規定でいう「到達」という用語は，電子通信を有効な書面通信のように認める場合，そ
の拒絶の電子通信が契約意思表示者のサーバーに入力完了した時に相当する言葉である。そ
桃山学院大学総合研究所紀要 第33巻第３号28
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72) http: //www.cisg.law.pace.edu / cisg / cisg-ac-op.1
して拒絶の通信が契約意思表示者のサーバーに入力された時，契約意思表示は終了する。こ
のように見ると，電子通信による契約意思表示拒絶の通信の前提条件は，こうした入力完了，
すなわち検索できる時の電子通信を拒絶通信と認定することを，言い換えればこうした形態
の性格を帯びる電子通信形態として契約意思表示人の電子アドレス宛に発信された電子通信
の受領を明示的または黙示的に契約意思表示人が同意しなければならないが，こうした同意
は６条，８条，９条を通じて合意事実ないし合意を推定することができる。
こうした意見に基づいた論評は次の通りである。
契約意思表示は拒絶の通信が契約意思表示者に到達した時に終了する。電子通信の場合，
規定上の「契約者に到達（reaches the offeror)」の正確な時点は，コンピュータ上でいくら
でも確認することができる。したがって，被契約意思表示者は契約意思表示の同意表示を発
送することによりこれ以上契約を締結することができない。もし被契約意思表示者が契約意
思表示の拒絶の発信をした後に心情の変化を起こして契約を締結したい気持ちが生じた場合，
契約意思表示承諾の表示は契約意思表示人のサーバーに拒絶の通信が入力される前に，契約
意思表示者のサーバーに入力されなければならない。
本規定でいう「到達」の概念は，電子通信に適用させる場合，拒絶電子通信到達時点に関
連する不着リスクの具体的な場合とその責任問題，そして規定趣旨と電子通信認定の結果，
電子条約との摩擦の問題等を上記15条の言及した内容がそのまま適用されると見ることがで
きる73)。
以上の ACOの意見や論評が撤回と取消に関連させてみる時，電子契約意思表示の拒絶通
信に関する CISG 17条に関連する ACOの意見と論評が，電子条約の下でそのまま適用され
るものと推定できる。しかし，到達の概念自体が了知主義の概念に変更されて，電子アドレ
ス指定の場合は検索できる時，非指定電子アドレスの場合は検索による確認が可能な時を意
味し，発信メッセージの形態，アドレス等を明示的にも黙示的にも可能であるが，黙示的な
合意は８条，９条等によって推定が可能である。
Ⅴ．結 論
以上，2005年11月23日付で国連総会において採用された CUECは，電子通信が国際契約
に関連して使用される場合に備えて法的明確性と商業的予測の可能性を高めることにその制
定の目的を置き制定されたもので，電子環境下における一方の当事者の位置の決定，電子通
信の受信と発信時期と場所，契約成立のための自動メッセージシステムの使用，電子通信と
紙の書類との間と，電子認証方法と手記署名との間の機能的同質性の確立を用いる基準等を
主な規定の内容としている。
2006年12月１日から効力を発揮している CUECの場合，20条１項により CISGの下で使用
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される通信に電子通信が使用される場合，CISG 規定と CUEC 規定の間の問題点として
CISG下の契約意思表示の基準規定と CUEC規定下の電子契約意思表示基準との調和問題，
CISGの下でなされる契約意思表示の場合の撤回と取消，そして拒絶等が可能であるが，電
子通信の場合，撤回と取消，そして拒絶の可能性に関する規定がないが，こうした場合，電
子通信による契約意思表示の場合の撤回と取消，拒絶の可能性問題，CISGの下における契
約意思表示に関連する効力時期に関する発信と受信の規定と CUEC下の電子通信の効力発
生時期に関する発信と受信規定との調和問題等が現実的に問題になりうる。
両条約上の契約意思表示に関する該当規定と比較し，留意事項として上で論じた通り，電
子通信による契約意思表示の場合，独自に使用されようが CISGに関連して使用されようが
関係なく，CISG上の基準や CISG９条によって認められうる伝統的な英米法上の契約意思
表示の基準以外に，CUEC 13条の契約条件を追加した要件を備えていれば有要な契約意思表
示になり，こうした基準に達しない場合，契約意思表示の誘引となる。
CISGの下では契約意思表示の撤回と取消そして拒絶等がすべて可能であるが，CISGに
関連して電子通信の場合，CISG上の撤回と取消，そして拒絶の規定による推定によって，
指定電子アドレスの場合は検索以前74)，また非指定電子アドレスの場合は検索によって確認
する前まで撤回が可能であり，CISGと関係なく独自に使用される場合は準拠法により意思
表示の大原則である到達主義が適用されるため，受信時である検索前や検索による確認前ま
で撤回が可能である。
取消の場合，独自に電子通信条約が使用される場合，準拠法により発信主義の場合被契約
意思表示者による承諾通信発信前に，到達主義の場合は形式的了知主義の時点である検索前
や検索によって確認する前に，了知主義の場合は指定であれ非指定であれ関係なく検索によ
る確認前に，それぞれ取消が可能である。
拒絶の場合，CISGに関連して電子条約が使用されたかどうか独自に使用されたかどうか
関係なく，CISG 17条に関する ACOの意見と論評がそのまま適用される。
そして撤回と取消，そして拒絶の可能の効果をもたらす発信と受信の時期として，発信は
作成者の管理下にある情報システムを通信が離れた時であるかまだ留まっている場合，受信
時，すなわち検索できる時，あるいは検索によって確認する時であり，受信は発信と同様に
検索できる時，あるいは検索による確認の時である。このように見ると，発信と受信の概念
は同時性の概念に基づくが，その表現自体を電子通信に合うように，発信はシステムを離れ
た時を，受信は検索を基準とした形式的了知主義と実質的了知主義を標榜しているだけであ
る。
このように見ると，撤回と取消そして拒絶の場合 CUEC上には該当規定がないが，準拠
法と CISGの該当規定を通じて推定が可能であり，撤回と取消そして拒絶がすべて可能であ
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74) 単純了知主義または形式的了知主義，広義の了知主義ということができるが，UCC上の到達主義
と同じである。
ることを推定することができ，契約意思表示通信の効力発生時期に関連する発信と受信に関
する CISGの規定自体が伝統的な発信主義，到達主義を標榜しているのに比べて，CUECは
CISG下の発信の表現を電子的表現で，CISG下の到達の表現を伝統的な到達主義でない了
知主義を選ぶものの，細分化された了知主義の，すなわち形式的了知主義と実質的了知主
義75) に該当する表現である検索できる時と，通信が誤ったアドレスに発信されたことを知り
その通信を検索できない時のような電子的表現でそれぞれ使用していることに留意しなけれ
ばならない。
特に電子通信による契約意思表示の基準は，徹底して CISGないしは伝統的な英米普通法
上の契約意思表示の基準に，電子通信に必要な13条で規定している契約条件を備えていなけ
れば有効な電子契約意思表示にならないことを肝に銘じなければならない。
最後に，電子通信条約が CISGに関連する通信に，または独自に使用される通信に適用が
可能であるとしても，特に CISGに関連して使用される場合，両条約規定上の契約意思表示
の基準と効力に関する規定間の問題点がありえるために，これを調和するためには細心の注
意を傾けなければならない。そうでなければ，まだ受信者リスク負担原則により被契約意思
表示者が契約意思表示者より大きなリスクに直面しうるのである。
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A Study on Notable Points in Mind for the use of Electronic
Convention to be Made under CISG in Connections with Offer
Se-chang, Oh
A motive and aim of enactment of UN Convention on the Use of Electronic Communication in
Int’l Contracts is based on need to eliminate legal obstacles that might arise under existing int’l
trade law instruments and promote int’l electronic commercial transaction. But when it is used
with related articles, 14, 15, 16, 17 for offer under CISG, one of the most successful conventions
which produces substantive law for the unification of int’l trade, questions of practical importance,
for example possibilities of withdrawal, revocation, rejection of offer, the extent of its criteria arise
from therewith.
In conclusion, a effective electronic offer has to assure easily access and confirmation of trade
terms besides criteria of offer under CISG.
An offer can be withdrawal, if electronic message of withdrawal has entered the offeree’s server
before or at the same time when the offer has reached the offeree but agreement expressly or
impliedly, between the parties about type, format, email address is a prerequisited. Implied con-
sent could be presumed through prior conduct or trade usages between the parties under CISG
articles 8, 9. The term “have reached” correspond to the time which is able to retrieve the elec-
tronic message of withdrawal. But without express or implied agreement between them about
electronic communication of type, format, email address, an offer can be withdrawal before or at
the same time when it has entered offeree’s other e-mail address and confirmed by his retrieval.
In case of the revocation, electronic message of the revocation is effective before the offeree’s
dispatching an acceptance. A prerequisite for the revocation by electronic communication is came
as the above mentioned withdrawal except for concept of a time difference for reach.
In case of a rejection of offer, when a rejection by electronic communication has entered the
offeror’s server, an offer is ended. But a prerequisite for the rejection by electronic message is
same as the above mentioned withdrawal and revocation.
